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　The purpose of this study is to explicate the actual situation and  particular characteristics
of the Japanese coastal fisheries, which have developed as the resource-management-type
fisheries, in the light of the main management bodies, namely fisheries management
organizations. Based on the analyzing results of the data from fisheries census, we clearly
showed the present situation and special characteristics of the fisheries management
organization, namely the form of management organization, the properties of association,
the reason and purpose for establishing the organization, and the management methods and
the actual situation of the organization. Seven kinds of properties were extracted and
proposed as the desirable management structure of autonomous management organizations.
Moreover, the subjects of the coastal fisheries management were discussed.








（第 1期調査） や 「漁業高度管理適正化方式開発調査」 （第 2期調査） などのいわゆる「マル
管」政策の実施を経て、98 年からは「複合的資源管理」が政策テーマとして掲げれられる
ようになった。管理型は主に沿岸漁業を中心に展開されてきたが、特に97年に「ＴＡＣ制
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98年センサス （第 1報 ,2000年 3月刊行） までの計 3回の結果を公表している。従って、こ
のセンサスを用いて漁業管理組織の現状と特徴を明らかにすることが第1の課題となる （第
2節） 。それを踏まえて、第 2は管理組織の望ましい組織構造を提示し （第 3節） 、第 3は沿
岸漁業管理の課題について検討する （第 4節） 。




まずは、第 8次漁業センサス （88 年） から第 10 次センサスまでのセンサス・データを手
がかりに漁業管理組織の存立形態と組織的特徴について考察してみよう。
１）管理組織の形態
管理組織の数は表 1の示すように、88年の 1,339組織から 99年の 1,734組織へと 10年間
に1.3倍増えて、その増加は「その他」以外の全ての組織形態においてみられる。なかでも
漁協下部組織と任意組織は1.4倍もの増加がみられている。管理組織形態の構成をみると、








「漁業地区内」の組織が 1,279組織 (73.8%)とトップを占め、次いで「市区町村内」が 316



















織が 88年に 34.9%、93年に 42.9%、98年に 47.3%へと上昇し、先ほどの「漁業地区内」中








くに「その他の漁業」においては 98年は 88年の 1.4倍の増加をみせている。組織が最も多
く形成されている上位三つの漁業種類をみると、1998 年では「採貝・採藻」が 624 組織






























の構成を示している。表 6によると、この 10年間にわたって 8割以上の組織は「漁業資源






組織が多く、しかもその数も割合も年々増加している。 「資源の管理のみ」 ・ 「漁場の管理
表 5.　管理対象漁業種類数別管理組織構成















そこで、具体的な管理内容別組織構成をみたのが表 8である。「資源の管理」 、 「漁場の
管理」 、 「漁獲の管理」という三つの内容に大別してみると、この十年間においてほとん
どの組織は「漁獲の管理」に取り組んでいると同時に、 「漁場の管理」 と 「資源の管理」に
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管理内容の中身をもう少し吟味してみると、 「漁獲の管理」 としては、漁獲 （収穫） サイ
ズの規制・漁具の規制・漁法の規制が「御三家」として多くの組織に取り入れられてい













表 9.　「漁獲の管理を行った組織」の規制手段 (1998年 )






ている組織数は 93年の 1,133(74.3%)から 98年の 1,312(75.7%) へと上昇し、全体として管
理組織の組織化が進んでいることが伺える。
組織運営において罰則規定を設けている管理組織数は、表 10 が示すように 88 年の 852
組織から、93 年の 960組織を経て、98年には 1054 組織へと増えつづけている。管理組織
の総数から推計すると、同期間において罰則規定のない管理組織数も 487 組織から 564 組
織へ、さらに 680 組織へと増加していることが判る。監視執行の難しさや地域社会のバラ
ンスへの配慮、あるいは組織の立ち上げ期などの理由から緩やかな管理組織の形成が指向















て、表 12にみられるように、93年に 540.2億円であった管理総費用は 98年には 1,001億円と
1.85 倍の急増ぶりをみせている。それにつられて一組織当たりの費用総額も 5,598 万円から




の 617組織から 98年の 847組織へと 230組織の増加をみる。それに対して同期間において補













織 (79.4%) に上り、それに次いで「漁獲量の安定」が 1,196 組織 (69.0%)、 「漁業経営の安
定」が 792組織 (45.7%)、 「魚価の安定」が 560組織 (32.3%)となっている。88年、93年の
センサスにおいてもほぼ同様な傾向が認められる。このように、管理型の実践とは、狭義













































































と、遊漁との調整が行われている組織数は 93年に 145組織 (全体の 9.5%)、98年に 192組
織(11.1%)へと若干の増加をみせているものの、比率的にはきわめて低い。全く調整を行っ














































と測定』 （千倉書房 ,1978） を参照。
4)漁業管理効果の大小を測定する指標として理論的には「合意形成コスト」 、 「執行コス
ト」 、 「遵守率」 、 「目的達成度」などが考えられるが、それが十分に実証されてはいな
い （ 「婁　小波「漁業管理組織の組織特性と組織手法」『地域漁業研究』第 39 巻第 1
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婁　小波・小野征一郎
－ 46－
号， 1998 を参照されたい） 。従って、ここでいう管理効果はあくまでも経験に基づく主
観的な判断にならざるをえない。
 5)婁　小波「漁業管理組織の組織特性と組織力」『地域漁業研究』第 37巻第 1号 ,1996。
6)婁　小波「漁業管理組織の組織特性と組織手法」『地域漁業研究』第39巻第1号,1998。
7)農林水産省『第10次漁業センサス』 （第2報） に基づいて、漁業管理組織の地域的分  布
をみると、太平洋北区が 226組織、太平洋中区が 297組織、太平洋南区が 172 組織、日
本海北区が 116 組織、日本海西区が 195 組織、東シナ海区が 287 組織、瀬戸内海区が
169組織となっている。
8)農林水産省『図説漁業白書』 （平成 10年度版） を参照されたい。
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